
3　特定の公益法人などに寄附した相続財産又は特定公益信託のために支出した相続財産の明細

私は、下記に掲げる相続財産を、相続税の申告期限までに、

⑴　国、地方公共団体又は租税特別措置法施行令第40条の 3第 1項に規定する法人に対して寄附（租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成20年政令

第161号）附則第57条第 1項の規定により、なおその効力を有することとされる旧租税特別措置法施行令第40条の 3第 1項第 2号及び第 3号に規定する法人に

対する寄附を含みます。）をしましたので、租税特別措置法第70条第 1項の規定の適用を受けます。

⑵　租税特別措置法施行令第40条の 4第 3項の要件に該当する特定公益信託の信託財産とするために支出しましたので、租税特別措置法第70条第 3項の規定の

適用を受けます。

⑶　特定非営利活動促進法第 2条第 3項に規定する認定特定非営利活動法人に対して寄附（特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成23年 6 月22日法

律第70号）附則第10条第 4項に規定する旧認定特定非営利活動法人に対し、その法人が行う特定非営利活動促進法第 2条第 1項に規定する特定非営利活動に

係る事業に関連する寄附を含みます。）をしましたので、租税特別措置法第70条第10項の規定の適用を受けます。


